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（百万円未満切捨て） 

1．平成 31年 3月期第 1四半期の連結業績（平成 30年 4月 1日～平成 30年 6月 30日） 

(1) 連結経営成績（累計） (％表示は、対前年同四半期増減率) 

売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年 3月期第 1四半期 1,440,883 6.3 48,195 △27.6 87,745 △18.8 96,354 35.0 

30年 3月期第 1四半期 1,355,466 29.0 66,536 ― 107,999 ― 71,352 ― 

（注）包括利益 31年 3月期第 1四半期  37,934百万円（△51.3％） 30年 3月期第 1四半期 77,902百万円（―％） 

１株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 

1株当たり四半期純利益 

円 銭 円 銭

31年 3月期第 1四半期 109.17 ― 

30年 3月期第 1四半期 80.84 ― 

(2) 連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

百万円 百万円 ％

31年 3月期第 1四半期 7,639,992 3,514,078 41.2 

30年 3月期 7,526,351 3,515,501 41.8 

（参考）自己資本  31年 3月期第 1四半期 3,148,466百万円 30年 3月期 3,145,450百万円 

2. 配当の状況

年間配当金 

第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期 末 合 計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年 3月期 ― 30.00 ― 40.00 70.00 

31年 3月期 ― 

31年 3月期(予想) 40.00 ― ― ― 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有 

3．平成 31年 3月期の連結業績予想（平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売 上 高 経常利益 
親会社株主に 

帰属する当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2四半期(累計)(日本基準) 3,000,000 9.3 150,000 △4.8 130,000 31.1 147.0 

売上収益  事業利益（※） 
親会社の所有者に 

帰属する当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2四半期(累計)(IFRS) 3,000,000 ― 160,000 ― 110,000 ― 125.0 

通期(IFRS) 6,300,000 ― 350,000 ― 240,000 ― 269.0 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有 

詳細につきましては、４ページ「１．当第１四半期決算に関する定性的情報(２)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」を

ご覧ください。 

平成 31年 3月期の通期連結業績見通しについては、当社が平成 31年 3月期より国際財務報告基準（以下、IFRS）を任意適用するこ

とを決定したため、IFRSに基づく試算値を記載しております。なお、当第 2四半期（累計）については、日本基準に基づく業績見通

しに加えて、投資家の判断に資するべく、IFRSに基づく試算値も記載しております。 
（※）事業利益とは、税金等調整前当期純利益から負担金利と個別開示項目（＊）を除いたものであり、当社における連結経営業績の代

表的指標として開示を行っております。 
（＊）当社グループの営業活動と関連が低く金額的影響が大きい非定常的項目 
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※ 注記事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

（注）詳細は、９ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有

の会計処理の適用）」をご覧ください。 

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 

（注）詳細は、９ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更・会計上の見積り

の変更・修正再表示）」をご覧ください。 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年 3月期 1Ｑ 950,321,402株 30年 3月期 950,321,402株 

②期末自己株式数 31年 3月期 1Ｑ 67,715,620株 30年 3月期 67,710,915株 

③期中平均株式数（四半期累計） 31年 3月期 1Ｑ 882,608,431株 30年 3月期 1Ｑ 882,644,175株 

 

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来予測情報の適切な利用に関する説明） 

本資料に記載されている将来に関する記述には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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１．当第１四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

（当第１四半期の世界経済及び日本経済） 

世界経済は、米国、中国において景気が堅調に推移し、欧州及び新興国において緩やかな景気回復が継

続したことから、全体として底堅く推移しました。 

日本経済は、雇用・所得環境の改善が続いたほか、企業の生産活動も持ち直しの動きがみられたことか

ら、緩やかな回復が継続しました。 

 

（当第１四半期のセグメント別の業績概況） 

こうしたなか、当社グループは、各セグメントにおいて、各社がそれぞれの事業環境変化に対応しなが

ら、収益改善に努めてまいりました。各セグメント別の業績の概況は以下のとおりです。 

               （単位：億円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜製鉄＞ 

鉄鋼需要については、国内では、自動車向けや産業機械向けを中心に堅調に推移し、海外では、全体と

して増加基調をたどりました。また、国内外の鉄鋼市況については、底堅い需要を背景に、概ね高い水準

を維持しました。このような事業環境のなか、売上高は増加した一方で、スクラップ・合金等の副原料価

格、資材費、物流費等の上昇を踏まえた鋼材価格の改定を含む「再生産可能な適正価格」の実現に向けた

取組み及びコスト改善を推進したものの、在庫評価差の影響があり、損益は減少しました。製鉄セグメン

トとして、売上高は１兆 2,834億円、経常利益は 816億円となりました。 

  

 売上高 経常利益 

 当第１四半期 前第１四半期 当第１四半期 前第１四半期 

製鉄 12,834 12,088 816 987 

エンジニアリング 702 608 △2 △6 

化学 492 465 57 25 

新素材         107 90 7 4 

システムソリューション           584 581 52 50 

合計 14,720 13,835 931 1,061 

調整額 △312 △280 △53 18 

四半期連結損益計算書計上額 14,408 13,554 877 1,079 
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 ＜エンジニアリング＞ 

新日鉄住金エンジニアリング㈱については、原油価格の上昇、海外鉄鋼メーカーの投資再開等、徐々に

事業環境が改善しつつあります。また、建築分野等の国内向けの事業環境が引き続き堅調であったこと、

着実なプロジェクト実行管理の下で工事等が順調に進捗したことから売上高・損益は回復しておりますが、

調達価格上昇の影響等があり、エンジニアリングセグメントとして、売上高は 702億円、経常利益は△２

億円となりました。 

  

 ＜化学＞ 

新日鉄住金化学㈱については、コールケミカル事業において、需給環境の大幅な改善を背景に、ニード

ルコークスの販売価格が上昇しました。また、化学品事業において、スチレンモノマーの需給環境が好調

に推移したことに加えて、機能材料事業における液晶ディスプレイ向けレジスト材料の販売及びエポキシ

事業における電子材料向けエポキシの販売が引き続き堅調に推移したことから、売上高・損益ともに増加

しました。化学セグメントとして、売上高は 492億円、経常利益は 57億円となりました。 

 

 ＜新素材＞ 

新日鉄住金マテリアルズ㈱については、半導体・電子産業部材において、サスペンション材等の金属箔

の販売が引き続き好調に推移しました。また、環境・エネルギー部材においても、新興国での需要を着実

に捕捉したメタル担体の販売が拡大しました。市場競争激化の影響は受けたものの、販売の拡大により売

上高・損益ともに増加しました。新素材セグメントとして、売上高は 107 億円、経常利益は７億円となり

ました。 

 

 ＜システムソリューション＞ 

新日鉄住金ソリューションズ㈱については、幅広い業種の顧客に対し、先進的なソリューション・サー

ビスを含めたシステムの企画、構築、運用・保守を一貫して提供しております。当期は、顧客の業務高度

化ニーズ等による旺盛なシステム投資を背景に、好調な事業環境が継続したことに加え、今後予定してい

る日新製鋼㈱の完全子会社化等、当社グループの再編に伴うシステム対応を進め、売上高・損益ともに増

加しました。システムソリューションセグメントとして売上高は 584億円、経常利益は 52億円となりま

した。 

   

（当第１四半期の売上・損益） 

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は対前年同四半期連結累計期間で増収の１兆 4,408億円、

営業利益は対前年同四半期連結累計期間で減益の 481億円、経常利益は対前年同四半期連結累計期間で減

益の 877億円及び親会社株主に帰属する四半期純利益は対前年同四半期連結累計期間で増益の 963億円と

なりました。 
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（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

（連結業績予想） 

世界経済は、米国、中国において景気が安定的に推移し、欧州及び新興国において緩やかな景気回復が

継続することから、全体として堅調に推移するものと期待されます。 

日本経済は、雇用・所得環境の改善により、緩やかな回復が継続するものと見込まれます。 

国内鉄鋼需要については、自動車向けや産業機械向けを中心に、堅調な推移が継続するものと見込まれ

ます。海外鉄鋼需要については、堅調な世界経済等を背景に引き続き増加基調で推移することが見込まれ

ます。また、国内外の鉄鋼市況については、底堅い需要を背景に、足下の高い水準が継続するものと見込

まれます。一方で、米国の保護主義的な政策に伴う影響等に起因する世界経済の先行きに対する不透明感

もあり、今後の動きを注視する必要があります。 

こうしたなか、平成 30 年度上期の連結業績については、修繕費の重点投入による設備トラブルの防止、

全社を挙げた操業安定化対策の継続推進、また、スクラップ・合金等の副原料価格、資材費、物流費等の

上昇を踏まえた鋼材価格の改定を含む「再生産可能な適正価格」の実現に向けた取組み、コスト改善等に

より増益を見込む一方で、グループ会社における一時的な損益の減少等もあり、経常利益は 1,500億円を

見込んでおります。なお、当社グループは、平成 31年３月期決算から国際財務報告基準（以下 IFRS）を

任意適用することとしており、IFRSに基づく当上期の連結事業利益は 1,600億円を見込んでおります。 

また、平成 30年度通期の連結事業利益については、安定生産の継続による上期からの生産・出荷量の

増加、コスト改善の推進及び海外事業を含めたグループ会社の業績改善等により、3,500億円を見込んで

おります。 

 

（利益配分に関する基本方針及び当第２四半期末の剰余金配当） 

当社は、業績に応じた利益の配分を基本として、企業価値向上に向けた投資等に必要な資金所要、先行

きの業績見通し、連結及び単独の財務体質等を勘案しつつ、第２四半期末及び期末の剰余金の配当を実施

する方針と致しております。「業績に応じた利益の配分」の指標としては、連結配当性向年間 30％程度を

目安と致します。なお、第２四半期末の剰余金の配当は、中間期業績及び年度業績見通し等を踏まえて判

断することとしております。 

当第２四半期末の剰余金の配当については、上記方針に従い、１株につき 40円（連結配当性向（IFRS

ベース）32％）とさせていただく予定と致します。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 108,782 136,645

受取手形及び売掛金 678,579 617,074

たな卸資産 1,380,003 1,436,756

その他 233,902 252,138

貸倒引当金 △1,766 △1,649

流動資産合計 2,399,500 2,440,964

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 759,716 766,261

機械装置及び運搬具（純額） 1,131,993 1,212,751

その他（純額） 983,250 977,552

有形固定資産合計 2,874,959 2,956,565

無形固定資産 84,972 120,736

投資その他の資産

投資有価証券 871,399 848,592

関係会社株式 1,069,688 1,017,874

退職給付に係る資産 116,573 113,323

その他 112,982 145,768

貸倒引当金 △3,726 △3,832

投資その他の資産合計 2,166,917 2,121,725

固定資産合計 5,126,850 5,199,028

資産合計 7,526,351 7,639,992

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 775,126 770,234

短期借入金 300,632 398,482

コマーシャル・ペーパー 76,000 130,000

1年内償還予定の社債 85,700 75,700

未払法人税等 43,916 37,373

引当金 1,508 2,941

その他 803,197 724,685

流動負債合計 2,086,080 2,139,418

固定負債

社債 209,996 229,997

長期借入金 1,380,660 1,429,221

引当金 4,991 4,536

退職給付に係る負債 166,152 168,568

その他 162,967 154,171

固定負債合計 1,924,768 1,986,495

負債合計 4,010,849 4,125,914
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 419,524 419,524

資本剰余金 386,865 387,654

利益剰余金 2,076,769 2,137,804

自己株式 △132,162 △132,175

株主資本合計 2,750,997 2,812,808

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 313,116 299,016

繰延ヘッジ損益 △2,107 △106

土地再評価差額金 3,001 2,966

為替換算調整勘定 △4,898 △52,323

退職給付に係る調整累計額 85,341 86,105

その他の包括利益累計額合計 394,453 335,658

非支配株主持分 370,050 365,611

純資産合計 3,515,501 3,514,078

負債純資産合計 7,526,351 7,639,992
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

【四半期連結損益計算書】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 1,355,466 1,440,883

売上原価 1,164,929 1,256,790

売上総利益 190,537 184,092

販売費及び一般管理費 124,000 135,897

営業利益 66,536 48,195

営業外収益

受取利息 1,348 1,375

受取配当金 7,952 9,093

持分法による投資利益 35,708 35,139

その他 11,142 9,082

営業外収益合計 56,153 54,690

営業外費用

支払利息 5,345 4,561

その他 9,344 10,580

営業外費用合計 14,690 15,141

経常利益 107,999 87,745

特別利益

投資有価証券売却益 - 10,296

特別利益合計 - 10,296

税金等調整前四半期純利益 107,999 98,042

法人税等 29,419 △1,755

四半期純利益 78,580 99,797

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,228 3,442

親会社株主に帰属する四半期純利益 71,352 96,354
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【四半期連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 78,580 99,797

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,168 △12,615

繰延ヘッジ損益 △655 1,649

為替換算調整勘定 △5,906 △37,657

退職給付に係る調整額 5,748 425

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,032 △13,665

その他の包括利益合計 △678 △61,862

四半期包括利益 77,902 37,934

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 71,993 37,594

非支配株主に係る四半期包括利益 5,908 339
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項なし。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項なし。 

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

税金費用については、当第１四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ている。 

 

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示） 

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 平成 30 年２月 16 日）、「繰延税

金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 30 年２月 16日）を当第１四半

期連結会計期間より適用している。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はない。 
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  2018年8月2日
新日鐵住金㈱

2018年度第1四半期決算及び上期見通し（日本基準）について

＜損益見通し（連結・日本基準）＞ （単位：億円）

2018 2017 2017 2017 2017年度 → → →

1/四 上見 1/四 上期 下期 2018.1/四 2018上見 2018上見

14,408 30,000 13,554 27,450 29,235 56,686 + 854 + 2,550 + 765

877 1,500 1,079 1,576 1,399 2,975 - 202 - 76 + 101

[6.1%] [5.0%] [8.0%] [5.7%] [4.8%] [5.2%] [-1.9%] [-0.7%] [+0.2%]

102 - ▲ 29 ▲ 47 ▲ 76 + 102

963 1,300 713 991 959 1,950 + 250 + 309 + 341

＜ 109.2＞ ＜ 147.0＞ ＜ 80.8＞ ＜ 112.3＞ ＜ 108.7＞ ＜ 221.0＞ ＜+ 28.3＞ ＜+ 34.7＞ ＜+ 38.3＞

[12.2%] [9.6%] [6.6%] [6.2%] [6.4%] [+2.6%]

22,793 21,796 21,745 20,689 20,689 + 997

D/Eレシオ 0.72 0.73 0.71 0.66 0.66 - 0.01

* 年率換算

（参考）セグメント情報（日本基準） （単位：億円）

2018 2018 2017 2017 2017 2017年度 → → →

1/四 上見 1/四 上期 下期 2018.1/四 2018上見 2018上見

14,408 30,000 13,554 27,450 29,235 56,686 + 854 + 2,550 + 765

12,834 26,700 12,088 24,380 25,792 50,172 + 746 + 2,320 + 908

702 1,600 608 1,341 1,601 2,942 + 94 + 259 - 1

化 学 492 1,050 465 983 1,023 2,007 + 27 + 67 + 27

新 素 材 107 210 90 179 191 370 + 17 + 31 + 19

599 1,260 555 1,162 1,214 2,377 + 44 + 98 + 46

584 1,180 581 1,165 1,276 2,442 + 3 + 15 - 96

▲ 312 ▲ 740 ▲ 280 ▲ 598 ▲ 649 ▲ 1,248 - 32 - 142 - 91

877 1,500 1,079 1,576 1,399 2,975 - 202 - 76 + 101

816 1,300 987 1,287 1,169 2,457 - 171 + 13 + 131

▲ 2 25 ▲ 6 19 71 91 + 4 + 6 - 46

化 学 57 90 25 93 61 154 + 32 - 3 + 29

新 素 材 7 10 4 11 7 19 + 3 - 1 + 3

64 100 29 104 68 173 + 35 - 4 + 32

52 110 50 107 125 232 + 2 + 3 - 15

▲ 53 ▲ 35 18 56 ▲ 36 20 - 71 - 91 + 1

2017.1/四 2017上期 2017下期

2017上期 2017下期

経 常 利 益

売 上 高

経 常 利 益

［　Ｒ　Ｏ　Ｓ　］

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

<１株当たり当期純利益>

売 上 高

2017.1/四

［　Ｒ　Ｏ　E　］＊

有 利 子 負 債

特 別 損 益

製 鉄

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

化 学 ＋ 新 素 材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

調 整 額

化 学 ＋ 新 素 材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

調 整 額

製 鉄

1 

※1 

（注）上記予想には本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。   実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。  

※１　連結経常利益差異の内訳
2017.1/四
→2018.1/四

2017上期
→2018上見

2017下期
→2018上見

連結経常利益　差異 －200 －80 ＋100

１．製鉄事業 －170 ＋10 ＋130

① 生産出荷 ＋20 ＋240 ＋240

② 販売価格・構成 ＋450 ＋920 ＋560

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） －50 －420 －460

④ コスト改善 ＋150 ＋410 ＋30

⑤ 在庫評価差 －410 －540 ＋30

⑥ グループ会社 －110 －360 －230

⑦ 為替影響（ｽﾄｯｸ、ﾌﾛｰ） ＋30 ＋60 ＋120

⑧ その他 －250 －300 －160

２．鉄以外セグメント ＋40  ～ －30
３．調整額 －70 －90  ～ 

（単位：億円）

※1 ※1 

※2　特別損益内訳 （単位：億円）

2018 2017 2017.1/四

1/四 1/四 →2018.1/四

特別損益 合計 102 - + 102
投資有価証券売却益 102 - + 102

※2 

（次ページにつづく） 

＜諸元＞

（１）当社

2017.1/四 2017上期 2017下期
→ → →

2018.1/四 2018上見 2018上見

1,184  2,440程度 1,144 2,312 2,370 4,682 + 40 + 128程度 + 70程度

1,029  2,130程度 990 2,009 2,058 4,067 + 39 + 121程度 + 72程度

957  1,980程度 934 1,872 1,907 3,779 + 23 + 108程度 + 73程度

87.2  88程度 84.0 83.5 85.8 84.7 + 3.2 + 4程度 + 2程度

108  110程度 111 111 111 111 3円高  1程度円高  1程度円高

＊1　日鉄住金鋼鉄和歌山を含む

（２）全国

2,657  5,311程度 2,609 5,204 5,280 10,484 + 48 + 107程度 + 31程度

1,537 3,114 1,534 3,103 3,168 6,271 + 3 + 11 - 54

( う ち 製 造 業 ) （ 992) （ 2,001) （ 979) （ 1,980) （ 2,024) （ 4,005) （+ 13) （+ 20) （- 24)

< 製 造 業 比 率 > < 64.6%> < 64.2%> < 63.9%> < 63.8%> < 63.9%> < 63.9%> <+ 0.7%> <+ 0.4%> <+ 0.3%>

普通鋼鋼材消費(万t) 1,213 2,458 1,216 2,457 2,513 4,970 - 3 + 1 - 55

建 設 523 1,070 533 1,079 1,099 2,178 - 10 - 10 - 29

製 造 業 690 1,388 683 1,378 1,415 2,792 + 7 + 11 - 26

特殊鋼鋼材消費(万t) 324 656 318 646 654 1,301 + 6 + 10 + 2

581 556 570 583 583 + 25

薄板三品在庫(万t) 430 401 416 421 421 + 29
＊2　経済産業省見通し  　＊3 当社推定値　　　　*4　６月末（速報）

2017
下期

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t) *1

為 替 ( 円 / ＄ )

2017
年度

連 結 粗 鋼 生 産 量 ( 万 t)

単独粗鋼生産 量 ( 万 t)*1

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t) *1

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

2018
1/四

2017
1/四

2018
上見

2017
上期

粗 鋼 生 産 量 ( 万 t) *2

鋼 材 消 費 ( 万 t) *3

*4

*4



  2018年8月2日
新日鐵住金㈱2018年度上期及び年度見通し(IFRS)について

＜損益見通し（連結・IFRS試算値）＞ (単位：億円)

2018 2018 2018年度見 →

上見 下見 2018下見

30,000 33,000 63,000 + 3,000

1,600 1,900 3,500 + 300

[5.3%] [5.8%] [5.6%] [+0.4%]

1,100 1,300 2,400 + 200

＜ 125.0＞ ＜ 144.0＞ ＜ 269.0＞ ＜+ 19.0＞

（注）2018年度上期及び年度見通しについては、当社が2019年３月期より国際財務報告基準（IFRS)を

任意適用することを決定したため、IFRSに基づく試算値を記載しております。

（※１）事業利益とは、税金等調整前当期純利益から負担金利と個別開示項目(*)を除いたものであり、

当社における連結経営業績の代表的指標として開示を行っております。

(*)当社グループの営業活動と関連が低く金額的影響が大きい非定常的項目

＜セグメント情報＞ (単位：億円)

30,000 33,000 63,000 + 3,000

26,700 29,300 56,000 + 2,600

1,600 1,900 3,500 + 300

化 学 1,050 1,100 2,150 + 50

新 素 材 210 200 410 - 10

1,260 1,300 2,560 + 40

1,180 1,290 2,470 + 110

▲ 740 ▲ 790 ▲ 1,530 - 50

1,600 1,900 3,500 + 300

1,400 1,600 3,000 + 200

25 60 85 + 35

化 学 90 80 170 - 10

新 素 材 10 10 20 -

100 90 190 - 10

110 130 240 + 20

▲ 35 20 ▲ 15 + 55

       *試算値

2018上見

売 上 収 益

製 鉄

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

事 業 利 益 ※ １

［　Ｒ　Ｏ　Ｓ　］

親会社の所有者に帰属
す る 当 期 純 利 益

<１株当たり当期純利益>

売 上 収 益

調 整 額

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

化 学 ＋ 新 素 材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

化 学 ＋ 新 素 材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

調 整 額

製 鉄

事 業 利 益

2 
（注）上記予想には本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

   実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

【剰余金の配当（第２四半期末）について】 
 当第２四半期末の剰余金の配当については、2017年度決算発表時（2018年４月26日）において未定としておりましたが、既公

表の配当方針に従い、当期の業績見通し等を踏まえ、１株につき40円（連結配当性向（IFRSベース）32％）とさせていただく予

定と致します。 

※２ 

※２　連結事業利益差異の内訳

2018上見
→2018下見

連結事業利益　差異 ＋300

１．製鉄事業 ＋200

① 生産出荷 ＋100

② コスト改善 ＋70

③ グループ会社 ＋270

④ その他（減価償却費等） －240

２．鉄以外セグメント ＋40

３．調整額 ＋60

（単位：億円）

＜諸元＞

（１）当社

 2,440程度  2,510程度  4,950程度

 2,130程度  2,200程度  4,330程度

 1,980程度

 88程度

 110程度

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 
*1  5,311程度

鋼材消費(万t) 
*2 3,114

( う ち 製 造 業 ) （ 2,001)

< 製 造 業 比 率 > < 64.2%>

普通鋼鋼材消費(万t) 2,458

建 設 1,070

製 造 業 1,388

特殊鋼鋼材消費(万t) 656

＊1　経済産業省見通し  　＊2 当社推定値

2018
上見

2018
下見

2018
年度見

連 結 粗 鋼 生 産 量 ( 万 t)

単 独 粗 鋼 生 産 量 ( 万 t)

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)

為替(円/＄)

（ご参考）　２０１８年度上期見通し　日本基準-ＩＦＲＳ差異

経常利益（日本基準） 1,500

差異 ＋100

１．会計処理差異  ～ 

のれん非償却化 ＋60

退職給付関連 等 －60

２．表示組替 ＋100

金融収支（事業損益外へ） ＋100

事業利益（IFRS）　* 1,600

当期利益（日本基準） 1,300

差異 －200

１．会計処理差異 －200

投資有価証券関連 －200

のれん非償却化 ＋60

退職給付関連　等 －60

当期利益(IFRS)　 * 1,100

（単位：億円）
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     2018年８月２日 

新日鐵住金株式会社 

コード番号 5401  上場取引所 東京、名古屋、札幌、福岡 

問合せ先   責任者役職名 広報センター所長 

       氏    名 大西 史哲            TEL (03)6867-2130 
 

＜2019年３月期 第１四半期決算 補足情報＞ 

 

 

〔全国〕 

１．粗鋼生産量 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 2,609 2,594 5,204 2,639 2,641 5,280 10,484
2018年度 2,657 2,654程度

(※)
5,311程度

(※)経済産業省見通し

 

２．在庫推移  

 国内ﾒｰｶｰ問屋在庫 （在庫率） 薄板三品：熱延＋冷延＋表面処理 ときわ会 H形鋼 

  万ﾄﾝ ％  万ﾄﾝ  万ﾄﾝ 

2016. 6末  556   (146.6)  403  19.7  

2016. 7末  539 (141.8)  391  19.1  

2016. 8末  567  (164.7)  405  18.7  

2016. 9末  561  (149.4)  397  18.0  

2016.10末  561 (140.4)  396  17.7  

2016.11末  543  (135.3)  383  17.3  

2016.12末  548  (146.8)  381  17.7  

2017. 1末  560  (148.6)  389  18.6  

2017. 2末  564  (151.9)  388  20.0  

2017. 3末  567  (153.4)  388  20.0   537 (124.8)  380  20.1  

2017. 4末  567  (153.4)  388  20.0   554 (151.7)  388  19.7  

2017. 5末  567  (153.4)  388  20.0   578   (155.9)  409  19.7  

2017. 6末  567  (153.4)  388  20.0   556 (139.9)  401  19.3  

2017. 7末  567  (153.4)  388  20.0   542 (142.0)  395  18.9  

2017．8末  566 (158.4)  414  17.9  

2017. 9末  567  (153.4)  388  20.0   570 (145.4)  416  18.2  

2017.10末  567  (153.4)  388  20.0   583 (150.1)  411  17.6  

2017.11末  567  (153.4)  388  20.0   566 (139.2)  400  17.3  

2017.12末  567 (149.2)  404  17.5  

2018. 1末  567  (153.4)  388  20.0   586 (157.5)  415  18.5  

2018. 2末  581 (154.4)  412  19.6  

2018. 3末  583 (140.8)  421  20.0  

2018. 4末  579 (145.8)  415  19.6  

2018. 5末  587 (150.1)  434  20.0  

2018. 6末＊  581 (141.8)  430  20.7  

＊2018.6末は速報値 
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〔当社〕 

３．出銑量（当社＋北海製鉄＋日鉄住金鋼鉄和歌山（※1）） 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 992 1,013 2,005 1,008 1,049 2,057 4,061
2018年度 1,025 1,100程度 2,120程度

  

４．粗鋼生産量  

【連結ベース】 当社＋国内連結子会社 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 1,144 1,169 2,312 1,168 1,202 2,370 4,682
2018年度 1,184 1,250程度 2,440程度 2,510程度 4,950程度

                                                    

 

【参考：単独ベース】 当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山（※1） 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 990 1,019 2,009 1,008 1,050 2,058 4,067
2018年度 1,029 1,100程度 2,130程度 2,200程度 4,330程度   

 

５．鋼材出荷量（当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山（※1）） 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 934 939 1,872 939 967 1,907 3,779
2018年度 957 1,020程度 1,980程度  

  

６．鋼材平均価格（当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山（※1）） 

単位：千円/トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 84.0 83.0 83.5 86.0 85.7 85.8 84.7
2018年度 87.2 88程度 88程度  

 

 

７．鋼材輸出比率（金額ベース）（当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山（※1）） 

単位：％

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 42 41 42 41 41 41 41
2018年度 41 42程度 41程度

     
 

８．為替レート 

単位：円/$

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2017年度 111 111 111 113 110 111 111
2018年度 108 110程度 110程度
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９．設備投資額（工事ベース）及び減価償却費 

【連結ベース】 
単位：億円

設備投資額 減価償却費
    2017年度

    2018年度（※2） 4,400程度 3,700程度

4,119 3,407

 
（※1）日鉄住金鋼鉄和歌山は 2018年４月１日をもって当社に吸収合併されている。 

（※2）IFRS移行影響等除き 

 

以  上    




